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災害救助地区本部
運営マニュアル
（令和3年7月改正）
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はじめに
災害救助地区本部運営マニュアルについて
本マニュアルは、災害発生時にすばやく災害救助地区本部を開設し、避難所管理組織や自主防災組織と連携を図りながら、円滑に運営することを目的に作成したもので、運営についてあらかじめ、地域住民で認識共有しておくための手引きです。
[image: image4.wmf]地域防災活動組織図
[image: image5.png]3
"
i
&
3
=




[image: image6.jpg]



[image: image7.bmp][image: image8.bmp]
[image: image9.jpg]



[image: image10.jpg]


[image: image11.bmp][image: image12.png]


[image: image13.png]



[image: image14.png]


[image: image15.png]



[image: image16.png]


[image: image17.png]


[image: image18.png]


[image: image19.png]



[image: image20.png]











第１　地区本部と関係機関の相関について
１　各機関・組織の概要
災害救助地区本部（地区本部）
災害救助地区本部（以下「地区本部」という。）は、小学校通学区域（以下「学区」という。）ごとに置かれ、原則、市立小学校に設置されます。地区本部は、区本部に所属して、区本部の応急対策活動を補助することとされており、区本部と地域をつなぎ、自主防災活動・避難所運営をはじめとする学区内の地域防災活動や、災害情報を統括します。
災害救助地区本部長(地区本部長)
災害救助地区本部長（以下「地区本部長」という。）は市長があらかじめ委嘱し、区本部長の命を受け、地区本部を統括し、地区本部委員を指揮監督する立場になります。
災害救助地区本部委員（地区本部委員）
災害救助地区本部委員（以下「地区本部委員」という。）は、学区内の災害対策委員（区政協力委員が兼務）のほか、あらかじめ市長に委嘱された地域の方々により構成されます。
市災害対策本部（市本部）　　※市災害対策本部長＝市長
名古屋市全体の災害応急対策を進めるため、市役所に設置されます。
区本部　　　　　　　　　　　※区本部長＝区長
区の災害応急対策を進めていくために、区役所に設置されます。
指定緊急避難場所
　　命を守るため、災害の危険からまずは逃げるための場所。災害の種類
ごとに避難できる場所が異なります。
	災害の種類
	指定緊急避難場所
	被害が想定される区

	洪水・内水氾濫
	想定浸水深以上にある
市立小・中学校の教室など
	全ての区

	土砂災害
	土砂災害警戒区域にない
市立小・中学校など
	千種・昭和・瑞穂・南・守山・緑・名東・天白区の一部

	津波
	津波避難ビル
（民間建物、市立小・中学校の津波から安全を確保できる高さ※にある教室など）
	中川・港区の全域
中村・瑞穂・熱田・南・緑区の一部

	地震の揺れ
	・公立小・中学校及び一部の高等学校などのグラウンド
・広域避難場所（指定された公園など）
・一時避難場所（指定された公園など）
	全ての区

	大規模な火事
	広域避難場所（指定された公園など）
	全ての区


· 津波から安全を確保できる高さとは、所在地において想定される基準水位に余裕高（0.5m）を加えた高さをいう。
指定避難所（避難所）
自宅が被災して帰宅できない場合に一定期間、避難生活を送るための施設（以下「避難所」という。）で、避難所は市立小・中・高等学校の体育館・コミュニティセンターなどがあります。
避難所では、あらかじめ地域住民の中から選任された避難所管理組織の代表管理者の指揮のもと、避難所を統括する地区本部と連携しつつ、地域住民、区本部から派遣された市職員及び施設管理者の支援により各組織を確立し、自主運営をします（詳細は「指定避難所運営マニュアル」参照）。
自主防災組織

住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織。命を守り、被害軽減のための活動を目的として、町内会若しくは自治会の地域ごとに結成された組織です（詳細は「名古屋の防火＆防災」参照）。
２　各機関との関係

[image: image1]
参考（ポイント）
※地区本部長は自主防災会長の兼任や避難所の開錠などいくつかの職責を依頼されている場合もあるので、平常時から円滑に運用するため対策を立てておく必要があります。
役割を兼務せず、事前に任務分担しておくことが理想ですが、役割を兼ねている場合は、どの役割を優先し、他の方に何を任せるのかについて日頃から話し合っていただき、災害対応できるようにお願いいたします。
《対策の一例》
○自主防災会長を兼任している場合
自主防災会長として自主防災会の立上げを指揮し初動体制（安否確認、現地本部設置、被害状況の把握など）を整えます。その後は副会長等へ一任し、自身は地区本部へ参集します。
○自主防災会長を兼任かつ避難所の開設も依頼されている場合
地区本部委員としての参集が遅れる旨を平常時から地区本部長や他の地区本部委員へ周知しておきましょう。
また、避難所の開錠は他の方に予め依頼しておきましょう。

その他、各地区本部で対策があれば記載し共有してください。
○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２　地区本部の管理運営について
１　地区本部の位置付け
台風や地震などの災害が発生したり発生するおそれがある場合には、市役所に市災害対策本部（市本部）が設置され、同時に区役所に区本部が設置されます。さらに地域の防災拠点として必要な場合には、学区に地区本部が設置されます。
２　地区本部の開設時期・閉鎖時期
（１）開設
地区本部は地区本部委員、施設管理者等の協力を得て、次の事象の時に開設します。
【地震】

○　市内で震度５強以上の地震が発生したとき※
○　その他、地区本部長が必要と判断し、区本部長へ要請したとき

【風水害】
○　災害が発生し、あるいは発生するおそれがあり避難者が生じたとき
○　その他、地区本部長が必要と判断し、区本部長へ要請したとき
※市内で震度５強以上の地震が発生した際は速やかに開設（市内全域で地区本部を立ち上げ）をしてください。
（２）閉鎖
　　　地域防災活動の情報収集が終了したときや各避難所が閉鎖したとき、区本部長（区本部）の指示により地区本部を閉鎖します。
３　地区本部を設置する場所
学区ごとにあらかじめ定められた場所（部屋）に設置します。
４　地区本部への参集
地区本部委員は、自らや家族の安全を確保した後、自身の自主防災組織の立上げに協力し、人的被害や住家被害などの被害状況等を収集したのち、速やかに参集してください。
また、参集途上において知り得た被害情報等は、ただちに地区本部長等へ報告してください。
なお、津波の到達が迫っているなど、危険な状況を把握した場合は、活動や参集を中止し避難するなど、直ちに身の安全を確保してください。
５　地区本部の組織・命令系統







※避難誘導班については初動期の活動が主になりますので、生活期においては総務班や情報班の活動にあたってください。
※高齢者等避難⇒高齢者や障害のある方など、避難に時間を要する方に危険な場所からの避難を促すもの
　避難指示⇒全員に危険な場所からの避難を促すもの
　緊急安全確保⇒避難場所への移動が危険な状況となっている可能性があるため、少しでも安全な場所で身の安全を確保するよう促すもの
６　地区本部の運営
　　地区本部の運営は、地区本部長、地区副本部長及び地区本部委員で行います（区本部派遣職員は、区本部と地区本部との連絡調整にあたります）。
（１）施設の安全確認

　　　地震の場合、施設の使用にあたっては、建物の被災状況やライフラインの状況等、危険箇所がないか建物の状況等を確認してください。
　　　建物が被災し、地区本部を設置できない場合は、他の施設に地区本部を設置し、区本部へ連絡してください。
（本マニュアルＰ27、28建物被災状況チェックシート参照）
（２）資機材等の確認

　デジタル移動無線、電話、ＦＡＸ、発電機など平常時から使用方法を確認し、災害時に活用できるようにしてください。
（３）避難所との連携・区本部への報告
　　　避難所から地区本部へさまざまな依頼や要望などについて報告がありますので報告内容を整理・統括して区本部へ伝達してください。また、区本部からの情報を避難所へ伝達してください。
総務班が中心となってデジタル移動無線やＦＡＸ等の資機材を活用し情報を伝達することになります。
〇地区本部から区本部への報告内容は、自主防災組織や避難所管理組織からの情報等を整理、統括したものとなります。取りまとめる際には、「被害状況報告書」（様式１）や「避難情報報告書」（様式２）を活用し、区本部へ報告してください。

○被害状況報告書（様式１）
　　人的被害や住家被害※などの状況を集約し、区本部に報告する様式になります。※（本マニュアルＰ25、26被害判定基準参照）
○避難情報報告書（様式２）
　　避難者情報については各避難所から世帯数と人数の報告があります。集約をする際に活用する様式になります。
＜情報の流れ（イメージ）＞












７　地区本部の任務

地区本部は区本部の実施する応急対策活動を補助します。具体的には、地区本部は、区本部、避難所管理組織、自主防災組織のほか、施設管理者等と緊密な連絡をとり、地域（学区）の地域防災活動及び災害情報の統括を行います。必要に応じて避難所や自主防災組織へ地区本部委員を派遣し被害状況の集約に努めてください。

注意事項【個人情報の保護】
○　収集した情報には、個人情報が多々含まれることから、取扱いには十分注意してください。
○　避難所閉鎖時には、名簿類、各種様式が地区本部（区本部）へ提出されます。地区本部が受け取った場合は区本部へ提出してください。
○　地区本部閉鎖時についても避難所閉鎖時同様に、名簿類、各種様式は区本部へ提出してください。
なお、12ページから15ページにかけて各班（総務班・避難誘導班・情報班）の応急対策活動シートを掲げました。チェック表としてご活用ください。
【応急対策活動シート（総務班）】
（１）避難所の管理運営に関すること
□区本部派遣職員や避難所の代表と協力し、その統括・調整を行う

□避難所の代表管理者、各班長が選任されているか確認し、選任されていない場合は速やかに選任するよう指示をする
（２）要配慮者の救援活動に関すること


　□避難所や自主防災組織等で確認された要配慮者の安否情報の収集に協力する
□避難所や自主防災組織で確認された在宅避難者など避難所外避難を含めた学区内の要配慮者を把握する
□避難所救護班や避難所派遣職員と連携して、避難所での対応が難しい方の対応（福祉避難所や病院への移送等）にあたる
（３）救援物資の配分に関すること
　□避難所総務班から提出された「食料品供給依頼伝票」や「物資供給依頼伝票」を取りまとめ、区本部へ調達を依頼する
□調達した物資を避難所へ速やかに届けられるよう区本部と調整する
□避難所食料班・物資班と連携を密にし、どういった食料・物資をいつ届けられるか伝える
（４）ボランティアの活動支援に関すること
□避難所総務班から提出された「ボランティア要請リスト」を取りまとめ、区本部へ依頼する
□区本部からボランティア派遣の決定事項を確認し、避難所総務班へ伝達する
〈参考〉地区本部から区本部への報告内容







※時期はあくまで目安です。避難所からの情報は適宜、区本部へ報告してください。
（網かけの様式は指定避難所運営マニュアルのものです。カッコが無いものは様式を定めておりませんので、任意の様式または口頭等で報告してください。）
【応急対策活動シート（避難誘導班）】
（１）避難誘導に関すること
□ラジオ等で入手した正しい情報のもと、的確な避難行動を取るよう
住民への声かけを自主防災組織や消防団と連携して行う
□自主防災組織や消防団と連携し、危険箇所を避けて避難誘導する
□自力避難が困難な高齢者や障害者などの要配慮者を見つけたら、避
　難している近くの住民等に声をかけ、避難支援を依頼する
□自動車など周りの住民等の迅速な避難に支障をきたす手段で避難
している方を見つけた場合、徒歩での避難を促す

※日頃から、避難者が迅速かつ安全に避難できるよう、集結場所や避難
経路について、話し合って決めておくことが大切です。
（２）初期消火活動、人命救助活動に関すること
　□自主防災組織や消防団が状況に応じて実施する初期消火活動・人命救助活動に協力する
（３）救出、救援に関すること
□自主防災組織や消防団と連携し、自力避難が困難な高齢者や障害者などの要配慮者の安否を確認・把握する
□自主防災組織や消防団が状況に応じて実施する救出、救援活動に協力する

□主に自主防災組織が実施する自力での避難が困難な高齢者や障害者などの要配慮者の避難誘導に協力する
【応急対策活動シート（情報班）】
（１）地震、津波情報など災害情報等の伝達に関すること
□区本部から伝達される災害情報（地震、津波、河川情報等）を避難所や地域住民へ周知する
（２）高齢者等避難・避難指示・緊急安全確保の伝達に関すること
□区本部から伝達される高齢者等避難・避難指示・緊急安全確保などの避難情報を、協力して地域住民へ周知する
（３）被害状況の調査に関すること
□総務班と連携して避難所や自主防災組織等からの情報（人的被害、住家被害）を整理し、「被害状況報告書（様式１）」に取りまとめて学区内の被害状況を区本部へ報告する

□総務班と連携して避難所から報告があった世帯数と人数を集約し、「避難情報報告書（様式2）」に取りまとめて学区内の避難者状況を区本部へ報告する
□避難所や自主防災組織で確認された車中泊、在宅避難などの避難所外避難者の情報を把握する
（４）広報広聴活動に関すること
□区本部の広報活動に協力する
□避難所総務班から提出された「避難所日報」の要望等を確認し、避難所運営の要望・問題点などを区本部へ報告する
（５）二次災害防止の広報の実施に関すること
□区本部と連携し正確な広報活動に協力する
　（余震、津波、火災などへの注意喚起）
８　区本部等との連絡方法及び連絡先
（１）電話・ファックス・パソコンが使える場合
	①　区本部
	ＴＥＬ：

	
	ＦＡＸ：

	②　避難所等
	ＴＥＬ：別紙参照

	
	ＦＡＸ：別紙参照

	③　他学区の

地区本部
	ＴＥＬ：別紙参照

	
	ＦＡＸ：別紙参照


	（２）電話が使えない場合
①　デジタル移動
　　無線機
	区本部呼出符号：別紙参照

	
	地区本部呼出符号：別紙参照

	
	避難所呼出符号：別紙参照

	
	支所呼出符号：別紙参照

	②　伝令者を派遣
	徒歩や自転車を使用


９　地区本部等における感染症対策について
　　地区本部や避難所は、３密（密閉、密集、密接）の状態になりやすく、飛沫感染や接触感染が起こりやすい環境にあることから、感染症の拡大を防止するため、衛生対策を行ってください。
（１）マスクの着用、咳エチケットの徹底
　　　飛沫感染を防止するため、マスクを着用し、咳エチケットを心がけます。地区本部へ参集する際は、マスクなどの衛生用品を各自持参してください。
（２）換気の実施
　　　可能な限り、常時２方向の窓やドアを開け、室内と外気の入れ替えを行うようにしてください。気象条件などにおいて、常時の換気が困難な場合は、３０分に１回以上の換気を行うようにしてください。

（３）人と人との距離の確保
　　　密接を避けるため、可能な限り他の人との距離を１ｍ～２ｍ空けるよう心掛けてください。
別紙
	避難所又は地区本部
	ＴＥＬ
	ＦＡＸ

	例：○○避難所
	○○○―○○○○
	○○○―○○○○
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第３　様式・資料
様式１
被害状況報告書
　学区災害救助地区本部
	報告日時
	年　　月　　日　　時　　分現在

	地域の被害状況等
　

	人的被害

	死者
	人
	行方不明者
	人

	負傷者（重傷）
	人
	負傷者（軽傷）
	人

	住家被害

	
	棟数
	世帯数
	人員

	全壊
	棟
	世帯
	人

	半壊
	棟
	世帯
	人

	一部損壊
	棟
	世帯
	人

	床上浸水
	棟
	世帯
	人

	床下浸水
	棟
	世帯
	人

	非住家被害（棟数）

	全壊
	棟
	半壊
	棟

	住民り災状況

	り災世帯数
	り災者数

	世帯
	人


様式１
被害状況報告書（記載例）
○○学区災害救助地区本部
	報告日時
	○年　○月　○日　　○時　○分現在

	地域の被害状況等
○○避難所情報収集リスト（指定避難所運営ﾏﾆｭｱﾙ様式３）のとおり

また、○○地内で火災延焼中

	人的被害

	死者※
	人
	行方不明者※
	人

	負傷者（重傷）※
	１０人
	負傷者（軽傷）※
	人

	住家被害

	
	棟数
	世帯数
	人員

	全壊※
	２０棟
	３０世帯
	１００人

	半壊※
	棟
	世帯
	人

	一部損壊※
	５０棟
	７０世帯
	２５０人

	床上浸水※
	棟
	世帯
	人

	床下浸水※
	棟
	世帯
	人

	非住家被害（棟数）※

	全壊
	棟
	半壊
	棟

	住民り災状況

	り災世帯数
	り災者数

	世帯
	人



様式２
避難情報報告書
○○学区災害救助地区本部
	報告日時
	年　　月　　日　　時　　分現在

	避難所名称
連絡先
	

	
	TEL　　

	職員等

	職員
	男性
	女性
	ボランティア
	男性
	女性

	
	人
	人
	
	人
	人

	合計
	人
	合計
	人

	避難者

	
	男性
	女性

	
	人
	人

	うち
要配慮者
（乳児、妊婦、外国人、障害者、発熱・咳等の症状のある者など）
	
	人
	
	人

	
	
	人
	
	人

	
	
	人
	
	人

	
	
	人
	
	人

	
	
	人
	
	人

	合計

	世帯
	人


様式２
避難情報報告書（記載例）
○○学区災害救助地区本部
	報告日時
	年　　月　　日　　時　　分現在

	避難所名称
連絡先
	○○避難所

	
	TEL　　×××‐×××

	職員等

	職員
	男性
	女性
	ボランティア
	男性
	女性

	
	１人
	１人
	
	１人
	１人

	合計
	２人
	
	２人

	避難者

	
	男性
	女性

	
	30人
	33人

	うち
要配慮者
（乳児、妊婦、外国人、障害者、発熱・咳等の症状のある者など）
	乳児
	3人
	乳児
	2人

	
	外国人
	人
	外国人
	人

	
	障害者
	人
	障害者
	人

	
	発熱・咳症状等
	2人
	
	人

	
	
	人
	
	人

	合計

	２５世帯
	６３人


被害判定基準
	被　害　区　分
	判　　　　定　　　　基　　　　準

	
	死者
	　当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体は確認できないが、死亡したことが確実な者。

	
	行方不明者
	　当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者。

	
	負傷者
	　当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者。

（重傷）　1ヶ月以上の治療を要する見込みの者。

（軽傷）　1ヶ月未満で治療できる見込みの者。

	住家の被害
	住　　家
	　現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わない。

	
	棟
	　一つの建築物をいう。

　主屋より延べ面積の小さい建築物（同じ宅地内にあるもので、非住家として計上するに至らない小さな物置、便所、風呂場、炊事場）が付着している場合は同一棟とみなす。

　また、渡り廊下のように、二つ以上の主屋に付着しているものは切半して、それぞれを主屋の付属建物とみなす。

	
	世　　帯
	　生計を一にしている実際の生活単位をいう。（同一家屋内の親子夫婦であっても、生活の実態が別々であれば当然2世帯となるわけである。また、主として学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿、その他これらに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいる者については、原則としてその寄宿舎等を1世帯として取り扱う。）

	
	住家全壊
(全焼･全流失)

	　住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により、損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定された設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。

	
	住家半壊
（半　　焼）
	　住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分が、その住家の延床面積の20％以上70％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が20％以上50％未満のものとする。

	
	一部損壊
	　全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。

	
	床上浸水
	　住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが、土砂、竹本等のたい積により一時的に居住することができないものとする。

	
	床下浸水
	　床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。

	非住家の被害
	非住家
	　住家以外の建物でこの報告中、他の被害か所項目に属さないものとする。

　これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。

なお、この被害は、全壊・半壊の被害を受けたもののみ記入する。

	
	
	


＜住宅被害一例＞




建物被災状況チェックシート
月　　日　　時現在
災害救助地区本部名（建物名称）：　　　　　　　　　　　　　　　　  　　
記入者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	チェック項目
	該当項目

	１. 隣接する建物が傾き、避難所の建物に倒れ込む危険性があるか。
	Ａ　いいえ
	Ｂ　傾いているように見える
	Ｃ　倒れそうである

	２. 建物周辺に地すべり、崖崩れ、地割れ、液状化、地盤沈下などがあるか。
	Ａ　いいえ
	Ｂ　ある
	Ｃ　ひどくある

	３. 避難所の建物が傾いているか。
	Ａ　いいえ
	Ｂ　傾いているように見える
	Ｃ　明らかに傾いている

	４. 外壁材（タイル、モルタル、石張り等）等が落下しているか。
	Ａ　いいえ
	Ｂ　落下しそうに見える
Ｂ　落下した
	

	５. 外壁・柱等に亀裂が生じているか。
Ｘ字状のひび割れ　　　斜めのひび割れ


	Ａ　いいえ
（ひび割れはあるが、コンクリート等の浮きや剥落がない）
	Ｂ　斜めやＸ字状のひび割れがあるが、コンクリート等の剥落はわずかである
	Ｃ　Ｘ字状のひび割れが多数あり、コンクリート等の剥落も著しく、鉄筋が露出している

	６. 窓ガラスが割れているか。
	Ａ　いいえ
Ａ　数枚割れた
	Ｂ　沢山割れた

	

	　　　上記１～６までのチェックでＢ又はＣの該当項目があるなど危険と判断される場合は、
建物内に入ってチェックする必要ありませんので、１２を記入して終了してください。
全てＡの場合は、次のチェック項目７～１１までの内部状況等について確認してください。

	７. 床が壊れているか。
	Ａ　いいえ
	Ｂ　少し傾いた（下がった）
	Ｃ　大きく傾いた(下がった)

	８. 内部の壁が壊れているか。
	Ａ　いいえ
（ひび割れはあるが、コンクリート等の浮きや剥落がない）
	Ｂ　斜めやＸ字状のひび割れがあるが、コンクリート等の剥落はわずかである
	Ｃ　Ｘ字状のひび割れが多数あり、コンクリート等の剥落も著しく、鉄筋が露出している

	９. 筋かいが破断又は変形しているか。（鉄骨造の建物の場合のチェック項目）
	Ａ　いいえ
	Ｂ　破断・変形が
少し見られ、
全体の20％～50％ある
	Ｃ　破断・変形が
　 各所に見ら
れ、全体の50％超ある

	１０. 天井、照明器具が落下しているか。
	Ａ　いいえ

	Ｂ　落下しそうに見える
	Ｃ　沢山落下しそう又は落下した

	１１. 上記１～１０以外で、建物に異常箇所があるか
	Ａ いいえ
	Ｂ 異常箇所がある
	

	１２.　１１の内容を具体的に記入

	

	１３. 使用できない設備はないか。
	□水道　　  □電気

	１４. その他、目についた被害について（例：塀が壊れた。火災が発生している等）


	判定結果（※該当する判定結果を“□”で囲む）
	使用可
	要注意
	危　険


被災状況チェックシートの判定・対応
　チェック項目の結果を基に、以下の判定・対応を行ってください。
	該当項目
	判定
	対応

	Ｃが一つ以上ある
	危  険
	建物内へは立ち入らず、地区本部（区本部）へ連絡し、
他の避難所への移動等、必要な対応をする。

	Ｃはないが、Ｂが一つ以上ある
	要注意
	建物内へは立ち入らず、地区本部（区本部）へ連絡し、
応急危険度判定士の派遣を要請する。

	Ａのみである
	使用可
	危険箇所には注意し、建物を使用する。


◆　被災状況チェックシートの使用にあたっての注意事項
□　避難所開設前の建物の安全確認をするため、このチェックシートを使用して外部、内部の破損箇所等を目視により確認してください。　
□　建物外観で危険と判断される時は、絶対に建物内部へは入らないでください。その場合は、建物を使用しないよう立入禁止の貼り紙を貼るなどの措置をとってください。
□　安全を確認し、建物を使用する場合で、一部にガラス、設備機器の落下等の危険性がある箇所は、その付近に人が近寄らない措置をとってください。
□　チェック項目９ の“筋かい”とは、天井面にある水平筋かいと、壁面にある垂直筋かいとがあります。（下図参照）
□　チェック項目１３の“使用できない設備はないか”については、使用できない設備を□内にレ点を付けてください。
□　判定結果が“要注意”の場合は、地区本部（区本部）へ応急危険度判定士の派遣を要請してください。
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≪生活期≫　


≪喫緊の危険が過ぎた状態≫





自 主 防 災 組 織


（安否確認、初期消火、避難誘導など）


まずは「自助」：身を守る、出火防止、初期消火、家族の安全確保








災 害 救 助 地 区 本 部


（自主防／避難所に対し、　①情報の提供、②情報の整理集約（とりまとめ））


（区本部に対し、被害状況、指定避難所開設状況、避難者数、不足物資の要望等の報告）
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指定避難所を兼ねている指定緊急避難場所を優先（特に小中学校門）　


（応急危険度判定の実施確認までの間は、屋外で待機（市立小中学校グラウンド等）











※　風水害で、発災前から自主避難者が発生した場合又は高齢者等避難が発令された場合等は、その時点が起点となって対応していくこととなる。





＜参考＞発災後の時間経過を踏まえた、防災関係組織の相関図





《地域の現場》





共通事項





地区本部長





区本部派遣職員





・施設の安全確認


・資機材等の確認


・避難所との連携


・区本部への報告





地区副本部長





総務班








避難誘導班※





情報班





・災害情報等の伝達


・高齢者等避難、避難指示、


緊急安全確保の伝達※


・被害状況の調査


・広報広聴活動


・二次災害防止の広報








・避難誘導


・初期消火活動


・人命救助活動


・救出・救援








・避難所の管理運営


・要配慮者の救援活動


・救援物資の配分


・ボランティアの活動支





避難所





施設班





区


本部





地区本部





救護班





総務班





食料班





物資班





避難所





自主防災組織





自主防災組織


現地本部





消火班





救出救護班





情報班





給食給水班





避難誘導班





災害発生当日





□避難所開設と大まかな避難者数・被害状況


□施設の使用管理に関する事項（災害用トイレ、設備、ライフラインなど）の調整依頼


□地下式給水栓などの開設状況





必要に応じて





□応急危険度判定士の要請


□ボランティアの要請【様式5】


□避難所運営に支障のある事項に関する要請又は指示【様式8】


□傷病者の移送傷病者状況の報告【様式10】


□要配慮者の移送依頼【福祉避難所 様式1】要配慮者に関する支援の要請等【様式11－2】


□給水車の派遣依頼【様式12】


□保健センター班・医療救護班の派遣要請








毎日





□避難情報報告書（様式2）


□避難所日報【様式8】


□食料品供給依頼伝票、物資供給依頼伝票【様式12、13】





随時





□被害状況報告書（様式1）


□地域の被災状況や生活状況報告（避難所外避難者、車中泊避難者や生活関連施設などの被害状況及び生活状況）【様式3】





※　被害判定基準参照





資料１２





一部損壊


損害割合20％未満





全壊


損害割合


50％以上





半壊


損害割合


20％以上50％未満





※補修を必要とする程度のもの


ただし、ガラス数枚破損した程度


は除く





資料２２





※判定の説明…使用可：Ａのみ 　要注意：Ｃはないが、Ｂが１つ以上 　危険：Ｃが１つ以上





体育館の水平筋かい





水平筋かい





垂直筋かい





体育館の垂直筋かい





※筋かいは、破断していないが、実際の地震で変形した状況









